
流域治水の自分事化に向けた取組

資料－⑤

大分川・大野川水系流域治水協議会

令和７年５月（書面決議）
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令和６年度 自分事化に向けた取組のフォローアップ

令和６年度 流域治水の自分事化に向けた取組

01

流域治水の自分事化に向けた個別取組事例02

令和６年３月１９日 協議会（書面開催）決議により令和６年度の自分事化に向けた取組計画を策定

令和７年度 自分事化に向けた取組計画

令和7年度 流域治水の自分事化に向けた取組計画

01

流域治水の自分事化に向けた取組計画 具体例02

令和７年５月 協議会（書面開催）決議で策定予定
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令和６年度 自分事化に向けた取組のフォローアップ

流域治水の自分事化に向けた取組
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⽔災害のリスクや、流域治⽔について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す ③行動を誘発する
⽔災害のリスクが⾃分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、⾏動に向かう状況を創出する。

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

⽔災害対策や、流域治⽔に関して実際に取り組みが⾏わ
れるよう、個⼈、企業・団体の⾏動を誘発していく。

流域治⽔に取り組む
主体が増える

令和６年度自分事化に向けた取組のフォローアップ

結果報告： 具体的取り組み事例について取り上げつつも、参加団体数や参加者数等の定量的数字を把握し記入。

大分川水系流域治水協議会

連携活動

○ ダムの役割や効果、必要性を説明する
現場⾒学会を実施（国：30回／1,220⼈）

流域治⽔の広報

教育活動

○ ⾃主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等

（国：防災講演 1回／20⼈）
（⼤分市：市内⼀円 講話 21回・研修 2回／⼈）
（気象台：2回／390⼈）、⽵⽥市

○ ⼩・中学校への防災教育
マイ・タイムラインを活⽤した出前講座

○ 防災⼠のスキルアップ研修を開催
気象台、⽵⽥市

訓練活動

○ 住⺠参加型の避難訓練を実施
⽵⽥市

○ 情報伝達サービスによる災害情報の
試験配信（⼤分市：市内⼀円 1回）

⽔防活動の⽀援

○ 災害時の応援協定
国、⼤分県、⼤分市、
由布市、⽵⽥市

⽔災害対策の⽀援

○ 住宅・事業所等における
⾬⽔貯留施設設置補助⾦の交付
⼤分市：市内⼀円 19件

○ ⾃主防災組織等が⾏う訓練や
資機材購⼊にかかる経費の
⼀部を補助
⼤分市：市内⼀円 99組織

計画策定

○ 要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保

リスク情報等の提供

○ 浸⽔想定区域、⼟砂災害警戒区域等を公表（⼤分県）
○ 総合的な防災マニュアル、洪⽔・⼟砂災害ハザードマップを更新・配布

○ 河川監視カメラを設置、増設
⼤分市：2件（⽻⽥・東浜）

○ 緊急速報メールを活⽤して市⺠へ情報提供
⼤分市・気象台：随時実施

○ メディアと連携による防災気象情報の提供
⼤分市・気象台：随時実施

⼤分市：市内⼀円 提出率（R6.9⽉末時点）
洪⽔98％／⼟砂95.7％／⾼潮98％

〇 おおいた防災VR活⽤による
防災意識の醸成
⼤分県：R7.2⽉末 157,866回視聴

国：1回／72⼈、⼤分市：市内⼀円 3回／350⼈、
気象台：2回／390⼈参加

由布市：防災マップ作成／市内全世帯と公共施設・福祉施設に配布、
⽵⽥市：⽵⽥市総合防災マップを作成）

○ ハザードマップの周知および住⺠の
⽔害・⼟砂災害リスクに対する
理解促進の取組（由布市、⽵⽥市）
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⽔災害のリスクや、流域治⽔について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す ③行動を誘発する
⽔災害のリスクが⾃分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、⾏動に向かう状況を創出する。

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

⽔災害対策や、流域治⽔に関して実際に取り組みが⾏わ
れるよう、個⼈、企業・団体の⾏動を誘発していく。

流域治⽔に取り組む
主体が増える

令和６年度自分事化に向けた取組のフォローアップ

結果報告： 具体的取り組み事例について取り上げつつも、参加団体数や参加者数等の定量的数字を把握し記入。

大野川水系流域治水協議会

連携活動

○ ダム・遊⽔地の役割や効果、必要性を説明する
現場⾒学会を実施

流域治⽔の広報

教育活動

○ ⾃主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等

○ ⼩・中学校への防災教育・マイ・タイムラインを
活⽤した出前講座

○ 防災⼠のスキルアップ研修を開催
⽵⽥市：1回／25名、⾅杵市：13回

訓練活動

○ 住⺠参加型の避難訓練を実施

⽔防活動の⽀援

○ 災害時の応援協定
（国、⼤分県、⼤分市、
⽵⽥市）

⽔災害対策の⽀援

○ ⾃主防災組織等が⾏う訓練や
資機材購⼊にかかる経費の
⼀部を補助
⼤分市：市内⼀円 99組織
⾅杵市

計画策定

○ 要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保

リスク情報等の提供

○ 浸⽔想定区域、⼟砂災害警戒区域等を公表
（宮崎県）

○ 総合的な防災マニュアル、洪⽔・⼟砂災害
ハザードマップを更新・配布（⽵⽥市）

○ 河川監視カメラを設置（⼤分市：1件（上⼾次））
○ 緊急速報メールを活⽤して市⺠へ情報提供

（⼤分市・気象台：随時実施）

○ メディアと連携による防災気象情報の提供（⼤分市・気象台：随時実施）

○ 住宅・事業所等における
⾬⽔貯留施設設置補助⾦の交付
⼤分市：市内⼀円 19件

○ おおいた防災VR活⽤による
防災意識の醸成
⼤分県：R7.2⽉末 157,866回視聴

○ 情報伝達サービスによる災害情報の
試験配信（⼤分市：市内⼀円 1回）

⼤分市：市内⼀円 提出率（R6.9⽉末時点）
洪⽔98％／⼟砂95.7％／⾼潮98％

国：5回／389⼈、⼤分市：市内⼀円 3回／
350⼈、⾅杵市：4回、宮崎県、
気象台：2回／494⼈参加）

国：防災講演 3回／90⼈、⼤分市：市
内⼀円 講話 21回・研修 2回／⼈、⾅杵
市：12回、気象台：19回／1,036⼈）

⽵⽥市：3回／延べ120⼈／⾃治会・
消防団・⽵⽥⽀援学校等、⾅杵市⼤分県：⽵⽥⼟⽊現場⾒学会

稲葉ダム 1回／27⼈・⽟来ダム 13回／195⼈ ○ ハザードマップの周知および住⺠の
⽔害・⼟砂災害リスクに対する
理解促進の取組（⽵⽥市）
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⽔災害のリスクや、流域治⽔について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す ③行動を誘発する
⽔災害のリスクが⾃分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、⾏動に向かう状況を創出する。

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

⽔災害対策や、流域治⽔に関して実際に取り組みが⾏わ
れるよう、個⼈、企業・団体の⾏動を誘発していく。

流域治⽔に取り組む
主体が増える

令和６年度自分事化に向けた取組のフォローアップ

結果報告： 具体的取り組み事例について取り上げつつも、参加団体数や参加者数等の定量的数字を把握し記入。

大野川水系流域治水協議会 （豊後大野市）

流域治⽔の広報

○ 市報による広報

教育活動 訓練活動

○ 住⺠参加型の避難訓練を実施

リスク情報等の提供

防災減災のための各種情報を記載した
「防災ガイドブック」を全⼾配布
（転⼊者へも随時配布）

ハザードマップの⾒⽅や警戒レベル、
避難の仕⽅などについて
「市報ぶんごおおの６⽉号」で広報

防災マップWeb版を市ホームページで公開。スマートフォンや
タブレットでも閲覧出来るようにし、多⾔語化表⽰により
外国⼈の活⽤も推進。

○ 総合的な防災マニュアル、洪⽔・⼟砂災害
ハザードマップを更新・配布

○ ⾃主防災組織等からの依頼による防災講話や研修会等
市単独雇⽤の防災アドバイザーに
よる防災講話や研修会の実施。
⾃主防災組織や防災⼠会だけで
はなく⾼齢者サロンや⺠⽣委員
会等へも派遣。
46回／2,105⼈参加

⼤分県・豊肥地区総合防災訓練にて住⺠参加型の避
難訓練を実施。30団体／265⼈参加

防災⼠を対象とした
スキルアップ研修の実施。
3回／51⼈参加

各機関と連携した
防災パトロールの実施。
10機関／40⼈参加

⽔災害対策の⽀援

〇⾃主防災組織等が⾏う訓練や資機材購⼊に
かかる経費の⼀部を補助（11組織）
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流域治水の自分事化に向けた個別取組事例

流域治水の自分事化に向けた取組
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ レゴブロック河川模型を活用した出前講座 （実施主体：大分河川国道事務所）

〇 レゴブロックを用いて流域を再現。

〇 ブロックのつけ外しで流域治水の取組が紹介でき、子どもから大人まで分かりやすいと好評。

〇 R6年度は出前講座や事務所見学デー・インターンシップ・イベント出展等で活用した。

国土交通省

ポンプで循環する⽔ ダムの取付が可能（洪⽔調節）

遊⽔地や⽥んぼダム
放⽔路を再現

堆積⼟砂ブロック
はずすと⽔位低減

堤防ブロックをはずすと
流⽔が町へ（洪⽔の脅威を説明）

河⼝

⼭地

可動堰 町
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 流域治水紹介パネル・リーフレットの活用

〇 作成当初３枚組だった流域治水紹介パネルを２枚組にし、印刷配布しやすいように更新。

〇 オリジナルキャラクターを用いて分かり易く内容をまとめ、イベントや出前講座の配布資料として活用。

〇 パネルは「水」に関する展示（水の日や水の作文コンクール等）で市内の図書館へ設置し、流域治水の紹介を行った。

国土交通省

大分県立図書館での展示状況
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 子ども用マイ・タイムラインを活用した出前講座

〇 １時間目は過去の災害についてや治水事業（公助）について学び、２時間目はマイタイムラインにより避難（自助）を学ぶ

出前講座を実施 （R5年度実績：市内小学校 3校／415人・R6年度実績：大分市内小学校 1校／77人）

〇 児童自ら命を守る避難行動を考えてもらうため地域に密着した教材を制作（学校毎に異なる資料を使用した授業）

〇 児童同士で意見交換をしながら自らの備えを考えられるようにワーク形式で実施している。

国土交通省

マイタイムライン講義のワークシート 例

自ら命を守る避難行動のひとつとして出前講

座内で「川の防災情報」を紹介。児童はiPad

でQRコードから川の防災情報へアクセス。

実際の画面を見ながら、情報の集め方を学ぶ。

住んでいる地域の水害リスクを把握

学校区付近のハザードマップを用いて、地域

の主要箇所の水害リスクを把握。

班でのグループワークとし、意見交換をしな

がら避難時の備えを学ぶ。

学校で学んだことを家に持ち帰り、家族と話すところまでが１セット
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ まちづくり出張教室 （実施主体：大分市）

〇 大分市では、開かれた市政の実現と市民の皆さんが自ら考え行動する「市民運動としてのまちづくり」の機運を醸成す

る取り組みとして、市が進める各種事業や施策の説明、市民自らによる地域づくり運動の先進事例の紹介などを行う

「まちづくり出張教室」を実施（８分野、100講座）。

〇 「防災・安全安心」の分野では、「水害ハザードマップ」「雨水貯留施設」などを講座で取り扱う。

大分市
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ マイタイムラインの作成、周知の取り組み

〇 ホームページおよび全世帯に配布した由布市防災マップで住民向けにマイタイムラインの周知

〇 自治区や自主防災会、各種サロンなどの団体へ防災講話を行う中でのマイタイムラインの説明や作成補助

〇 防災士向けのスキルアップ研修（R6実施回数：３回、参加人数：４５名）の中で、マイタイムラインの作成演習

〇 福祉避難所連絡会で福祉施設向けに説明（参加施設数：１９）

由布市

防災士スキルアップ研修でのマイタイムライン作成演習

住民向け防災講話でのマイタイムラインの説明
市内の全世帯に配布した防災マップでマイタイムラインを周知
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 洪水ハザードマップ、ため池ハザードマップ作成・公開

〇 令和元年度に「洪水ハザードマップ」を作成し、全関係

行政区に配布を行い、また、市ホームページに掲載し

周知を図っている。

〇 河川の越流、護岸の崩壊等により浸水した場合に想定

される水深、避難方向、避難場所等を示している。

豊後大野市

〇 令和元年度より「ため池ハザードマップ」の作成を行って

おり、随時、市ホームページに掲載し周知を図っている。

令和４年度に完成。

〇 地震や大雨などによりため池が決壊した場合に想定され

る浸水の範囲や到達時間、避難の方向や避難場所等を示

している。
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 防災情報伝達手段の多重化

豊後大野市

〇 避難情報や避難所の開設等の情報を、

防災行政無線、各戸設置の音声お知らせ端末、

防災アプリ（スマートフォンやタブレット等）、

市ホームページ、市ケーブルテレビのＬ字放送と

同時連携で発信し、市民があらゆる媒体で

瞬時に防災情報を得ることができる。
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 防災ガイドブックの全戸配付、市HPに防災マップWEB版の公開

〇 洪水ハザードマップ及び土砂災害ハザードマップ、避難所情報

や防災減災のための各種情報を記載した「防災ガイドブック」を

全戸配布している（転入者へも随時配布）。

豊後大野市

〇 防災マップWＥＢ版を市ホームページで公開

している。スマートフォンやタブレットでも閲

覧できるようにし、多言語化（英語、中国語、

韓国語）により外国人の活用も推進している。
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 防災パトロールの実施

豊後大野市

〇 防災パトロールを通常規模で開催し、浸水災害、土砂災害の危険箇所を確認し、対策や取り組みについての情報共有を

行った。
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 水防意識を高める防災訓練・防災講習会・防災リーダーの育成

〇 おおいた防災・減災対策推進事業費補助金を活用し、自主防災

組織や防災士会の実施する防災訓練、研修、資機材の購入に

かかる経費の一部を補助し、各種団体の活動を推進している。

〇 市内７町に組織した防災士会の情報交換、活動報告等のため

に、半期に一度代表者会議を開催し、防災意識の共有を図って

いる。

豊後大野市

〇 防災に関する経験や知識が豊富な「防災アドバイザー」を市で

単独雇用し、自主防災組織や防災士会、高齢者のサロン民生委

員会、小中学校などで、防災講話や防災訓練のアドバイスを実

施し、市民の防災意識の効用に努めている。
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 由布市防災マップの作成 （実施主体：由布市）

由布市

〇 由布市では、防災意識の向上と危険箇所や避難所等の情報をわかりやすく住民につたえるため、

「由布市防災マップ」を作成

〇 市内の全世帯と公共施設や福祉施設に配布

21



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ リスク情報等の提供

臼杵市

〇 市内の全ハザードマップ等を掲載した「臼杵市防災マップ」の全戸配布

（R4.3月）及びWEB版を市HPに掲載。

〇 令和６年度は中小河川ハザードマップ（WEB版）を作成。

■ 啓発活動

〇 自主防災組織や防災士会、小中学校等からの依頼により

防災講話や研修会を開催し命を守る取組みを推進。
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 洪水危険度の更なる見える化 （実施主体：大分県）

大分県

〇 開始時期：Ｒ６～Ｒ８

〇 実施内容：河川水位上昇時の住民の早期避難を促すため、量水標および避難目安の水位ラインを設置し、

洪水危険度の更なる見える化を行い危機管理意識の醸成を図る

①取組を始める経緯、きっかけ
◆気候変更の影響に伴い頻発化・激甚化する豪⾬災害
◆R5災害で18河川で氾濫が発⽣し5基の⽔位計が⽋測

②取組状況
●浸⽔被害により重⼤な被害を⽣じる恐れがある河川に視覚効果の⾼い量⽔標を設置

危 険
避 難
注 意

0m

1m

2m
3m

わかりやすい河川情報の提供により、県⺠の危機管理意識を醸成、⽔災害からの回避を図る

【現状】

設置イメージ（監視カメラ映像）

【設置後】

〇⽔位計故障時も監視カメラ
や⽬視で⽔位の確認が可能

〇周辺住⺠の危機意識の醸成

【設置個所】
河川監視カメラを設置してい
る28か所（⼤分川・⼤野川⽔
系流域治⽔協議会内）
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令和７年度 自分事化に向けた取組計画

流域治水の自分事化に向けた取組

24



⽔災害のリスクや、流域治⽔について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す
⽔災害対策や、流域治⽔に関して実際に取り組みが⾏わ
れるよう、個⼈、企業・団体の⾏動を誘発していく。

③行動を誘発する 流域治⽔に取り組む
主体が増える

⽔災害のリスクが⾃分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、⾏動に向かう状況を創出する。

自分事化に向けた取組計画 （令和７年度）

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

連携活動

流域治⽔の広報

教育活動

○ ⾃主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等（国、⼤分県、⼤分市、
由布市、⽵⽥市、気象台）

○ ⼩・中学校への防災教育
マイ・タイムラインを活⽤した出前講座
（国、⼤分市、由布市、⽵⽥市、気象台）

○ 防災⼠のスキルアップ研修を開催
（⼤分県）

訓練活動

○ 住⺠参加型の避難訓練を実施
（由布市、⽵⽥市）

○ ハザードマップの周知および住⺠の
⽔害・⼟砂災害リスクに対する
理解促進の取組
（由布市、⽵⽥市）

○ 情報伝達サービスによる
災害情報の試験配信（⼤分市）

⽔防活動の⽀援

○災害時の応援協定
（国、⼤分県、⼤分市、
由布市、⽵⽥市）

⽔災害対策の⽀援

○ 住宅・事業所等における⾬⽔
貯留施設設置補助⾦の交付
（⼤分市）

○ ⾃主防災組織等が⾏う訓練や
資機材購⼊にかかる経費の
⼀部を補助（⼤分市、由布市）

計画策定

○ 要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保
（⼤分県、⼤分市、由布市、⽵⽥市）

○ マイ・タイムラインの作成、周知（由布市）

リスク情報等の提供

○ 浸⽔想定区域、⼟砂災害警戒区域等を公表
（⼤分県、由布市、⽵⽥市）

○ 総合的な防災マニュアル、洪⽔・⼟砂災害ハザードマップの
更新・配布（⼤分市、由布市、⽵⽥市）

○ 河川監視カメラ等の設置（⼤分市、由布市、⽵⽥市）
○ 緊急速報メールを活⽤した市⺠へ情報提供

（⼤分市、気象台）

○ メディアとの連携による防災気象情報の提供（気象台）

○ 現場⾒学会を利⽤してダムの役割や効果、
必要性を説明（国）

大分川水系流域治水協議会

○ 内⽔浸⽔想定区域図を⼀部公表（⼤分市） ○ ⽌⽔板設置⼯事や購⼊に
かかる経費の⼀部を補助
（⼤分市）

○ 災害データアーカイブ（⼤分⼤学）を
活⽤した⾃分事化の推進（国）

○ 市報による広報（⽵⽥市）
○ おおいた防災VR活⽤による

防災意識の醸成（⼤分県）

○ SNS・WEBサイトを活⽤した
流域治⽔のPR（国）
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令和７年度：自分事化に向けた取組のロードマップ

大分川水系流域治水協議会

①
知
る
機
会
を
増
や
す

取り組み・主対象

③
行
動
を
誘
発
す
る

②
自
分
事
と
捉
え
る
こ
と
を
促
す

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

◎水災害、流域治水の広報

｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎連携活動
｜地域｜個⼈｜

◎リスク情報等の提供
｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎教育活動
｜地域｜個⼈｜

◎計画策定
｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎水災害対策の支援
｜個⼈｜

◎水防活動の支援
｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎訓練活動
｜地域｜個⼈｜

SNS・WEBサイトを活⽤した流域治⽔のPR

現場⾒学を利⽤しダムの役割等を説明

浸⽔想定区域、⼟砂災害警戒区域等の公表、⼟砂災害ハザードマップを更新

⾃主防災組織等からの依頼による防災講話や研修会等

⼩・中学校への防災教育、マイ・タイムラインを活⽤した出前講座

防災⼠のスキルアップ研修

住⺠参加型の避難訓練
ハザードマップの周知および住⺠の⽔害・⼟砂災害リスクに対する理解促進

要配慮者等の避難確保計画の作成促進と避難の実効性確保

マイ・タイムラインの作成、周知

住宅・事業所等における⾬⽔貯留施設設置補助⾦の交付
⾃主防災組織等への活動補助

洪⽔ハザードマップの更新作業
内⽔浸⽔想定区域図の⼀部公表
市⺠への情報提供、メディア連携
河川監視カメラ等の設置

⽌⽔版設置⼯事・購⼊における補助⾦の交付

災害データアーカイブ（⼤分⼤学）を活⽤した⾃分事化の推進

おおいた防災VR活⽤による防災意識の醸成、市報による広報

災害時の応援協定

情報伝達サービスの試験配信
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⽔災害のリスクや、流域治⽔について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す
⽔災害対策や、流域治⽔に関して実際に取り組みが⾏わ
れるよう、個⼈、企業・団体の⾏動を誘発していく。

③行動を誘発する 流域治⽔に取り組む
主体が増える

⽔災害のリスクが⾃分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、⾏動に向かう状況を創出する。

自分事化に向けた取組計画 （令和７年度）

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

○ 現場⾒学会を利⽤してダム・遊⽔地の
役割や効果、必要性を説明（⼤分県）

流域治⽔の広報

○ 市報による広報
（⽵⽥市、豊後⼤野市）

○ おおいた防災VR活⽤による
防災意識の醸成（⼤分県）

○ ⾃主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等（国、⼤分県、⼤分市、
豊後⼤野市、⾅杵市、⽵⽥市、気象台）

○ ⼩・中学校への防災教育
マイ・タイムラインを活⽤した出前講座
（国、⼤分県、⼤分市、⾅杵市、⽵⽥市、

宮崎県、気象台）
○ 防災⼠のスキルアップ研修を開催

（⼤分県、豊後⼤野市、⽵⽥市）

○ 住⺠参加型の避難訓練を実施
（⼤分県、豊後⼤野市、⽵⽥市）

○ 災害時の応援協定
（国、⼤分県、⼤分市、

豊後⼤野市、⽵⽥市）

計画策定

リスク情報等の提供

○ 浸⽔想定区域、⼟砂災害警戒区域等を公表
（⼤分県、⽵⽥市、熊本県、宮崎県）

○ 総合的な防災マニュアル、洪⽔・⼟砂災害ハザードマップの
更新・配布（⼤分市、豊後⼤野市、⽵⽥市）

○ 河川監視カメラ等の設置（⼤分市、⽵⽥市）
○ 緊急速報メールやを活⽤した市⺠へ情報提供

（⼤分市、気象台）
○ メディアとの連携による防災気象情報の提供（気象台）

○ CATVで⽔害・⼟砂災害に関する
啓発活動を実施（⼤分県）

○ 要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保

（⼤分県、⼤分市、豊後⼤野市、⾅杵市、⽵⽥市）

○ 情報伝達サービスによる
災害情報の試験配信（⼤分市）

○ ハザードマップの周知および住⺠の
⽔害・⼟砂災害リスクに対する
理解促進の取組（豊後⼤野市、⽵⽥市）

⽔災害対策の⽀援
○ 住宅・事業所等における⾬⽔

貯留施設設置補助⾦の交付
（⼤分市）

○ ⾃主防災組織等が⾏う訓練や
資機材購⼊にかかる経費の
⼀部を補助
（⼤分市、豊後⼤野市）

○ ⽌⽔板設置⼯事や購⼊に
かかる経費の⼀部を補助
（⼤分市）

大野川水系流域治水協議会

○ 災害データアーカイブ（⼤分⼤学）を
活⽤した⾃分事化の推進（国）

○ SNS・WEBサイトを活⽤した
流域治⽔のPR（国）

連携活動 教育活動 訓練活動 ⽔防活動の⽀援
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令和７年度：自分事化に向けた取組のロードマップ

①
知
る
機
会
を
増
や
す

取り組み・主対象

③
行
動
を
誘
発
す
る

②
自
分
事
と
捉
え
る
こ
と
を
促
す

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

◎水災害、流域治水の広報

｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎連携活動
｜地域｜個⼈｜

◎リスク情報等の提供
｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎教育活動
｜地域｜個⼈｜

◎計画策定
｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎水災害対策の支援
｜個⼈｜

◎水防活動の支援
｜地域｜個⼈｜企業・団体｜

◎訓練活動
｜地域｜個⼈｜

おおいた防災VR活⽤による防災意識の醸成、市報による広報

浸⽔想定区域、⼟砂災害警戒区域等の公表、⼟砂災害ハザードマップを更新

⾃主防災組織等からの依頼による防災講話や研修会等

⼩・中学校への防災教育、マイ・タイムラインを活⽤した出前講座

防災⼠のスキルアップ研修

住⺠参加型の避難訓練
ハザードマップの周知および住⺠の⽔害・⼟砂災害リスクに対する理解促進

要配慮者等の避難確保計画の作成促進と避難の実効性確保

住宅・事業所等における⾬⽔貯留施設設置補助⾦の交付
⾃主防災組織等への活動補助

洪⽔ハザードマップの更新作業

市⺠への情報提供、メディア連携

河川監視カメラ等の設置

⽌⽔版設置⼯事・購⼊における補助⾦の交付

大野川水系流域治水協議会

CATVでの啓発活動

現場⾒学を利⽤しダム、遊⽔地の役割等を説明
災害データアーカイブ（⼤分⼤学）を活⽤した⾃分事化の推進

SNS・WEBサイトを活⽤した流域治⽔のPR

情報伝達サービスの試験配信

災害時の応援協定 28



流域治水の自分事化に向けた取組計画 具体例

流域治水の自分事化に向けた取組

29



■ 災害データアーカイブを活用した 「自分事化」の推進

〇 NHK大分放送×大分大学減災・復興デザイン教育センターが約1,300年間の災害記録を地理空間情報として

マッピング・アーカイブしているサイト。2024年9月にNIPPON防災資産に認定されている。

〇 地域の災害リスクを視覚的に認識できるため、水災害のリスクを知る機会を得ることができる。

〇 災害情報活用に向けた検討会へ参加し、教育活動やリスク情報の提供の場を拡充していく。

国・他機関

エリアや災害の種類から情報を選択可能

https://archive.cerd-edison.com/

令和７年度 流域治水の自分事化に向けた取組計画

① 知る機会を増やす │ 水災害のリスクや、流域治水について知る機会を増やしていく。
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令和７年度 流域治水の自分事化に向けた取組計画

■ SNS・WEBサイトを活用した流域治水のPR

〇 事務所公式SNS（X・Instagram）から流域治水についての取り組みを定期発信

〇 過去に作成したコンテンツ（パネル・リーフレット・PRキャラクター等）を活用して市民ひとりひとりができる取り組みを

紹介 その取組状況も併せて紹介できるような仕組みづくり

〇 また、事務所HPの「大分川・大野川流域治水協議会」関連のページを見直し、

一般市民にも分かりやすい流域治水の情報発信をする （「流域治水」というワードの定着化）

国土交通省

また、令和５年度に制作した

ミニキャラクターを活用し

分かり易く伝えていく

現在の事務所HP

協議会資料は内容が一般市民には難しいため、

一般向けに「伝わる」サイトを構築し情報展開する

① 知る機会を増やす │ 水災害のリスクや、流域治水について知る機会を増やしていく。
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■ 止水板設置補助制度 （下水道施設管理課）

〇 浸水被害の防止および軽減するため、大分市内に所在する浸水被害のおそれがある建物等の所有者または使用者を

対象に、止水版を購入または設置に要した費用の一部を補助する事業 （令和７年４月１日より開始）

〇 止水板設置工事（止水板および関連工事）ならびに止水板の購入に要した費用の２分の１で補助金が交付される。

（補助金の上限は50万円）

大分市

③ 行動を誘発する │ 水災害対策や、流域治水に関しての実際の取組が行われるよう、個人、企業、団体の行動を誘発していく。

令和７年度 流域治水の自分事化に向けた取組計画

■ 雨水貯留施設設置費の一部補助 （河川・みなと振興課）

〇 大分市内に住所を有する個人または店舗・事業所等を置く団体を対象に雨水貯留タンクを購入し設置する

費用の半額を補助する事業

〇 対象経費の２分の１に相当する額 （雨水タンクは２万5,000円、浄化槽転用施設は5万円が上限）

※ 予算の範囲内で受付 （上限30件） Ｒ６実績 ： 市内一円 19件

■ 自主防災組織活動事業費補助金 （防災危機管理課）

〇 自主防災組織が実施する平常時の防災活動にかかる事業の経費に対して補助金を交付。

〇 補助対象経費の２分の１以内の額とし25万円（自治会が連合して組織した自主防災組織にあっては、

25万円に該当自治会の合計数を乗じて得た額）を限度とする

※ R6実績 ： 市内一円99組織

過年度より実施中の取り組み

32



情 報 提 供

流域治水の自分事化に向けた取組
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流域治水の自分事化に向けた取組 国土交通省

① 知る機会を増やす │ 水災害のリスクや、流域治水について知る機会を増やしていく。

国⼟交通省HP 流域治⽔ロゴマーク │
https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/logo.html

■ 流域治水ロゴマークの活用

〇 一人でも多くの方々に「流域治水」への理解や親しみをもって

いただくことを目的に、流域治水のシンボルマークを決定

〇 流域治水を広く周知・PRするための広報ツールとして

積極的に活用する

※活用例） 名刺やメール署名への配置

※注意） 使用方法やガイドラインを参照のうえ、使用すること

データは下記よりダウンロード可

デザイン一例

デザインは全９種。

illustrator版

JPEG・PNG形式で

ダウンロードができる
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流域治水の自分事化に向けた取組 国土交通省

① 知る機会を増やす │ 水災害のリスクや、流域治水について知る機会を増やしていく。

② 自分事と捉えることを促す │ 水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がるきっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

■流域治水の取組の見える化を推進 ー 全国流域治水MAPの開設 ー

〇 あらゆる主体による流域治水の取組を見える化し、全国に展開することを目的に開設。

〇 全国の流域治水に資する取組を共有するプラットフォーム（全国流域治水MAP）を開設し、投稿を募集・掲載。

流域治水に資する取組であれば、投稿内容は自由。行政、民間企業、流域団体、住民個人等、流域治水に資する取組を

行う方であれば誰でも投稿が可能。

現在「#大分県」の掲載事例は

山国川圏域のみ
・流域治水をテーマとしたイベントの開催

・地域団体による河川の除草、清掃活動

・防災学習や環境学習を目的とした小中学校

等での出前講座、ワークショップ

・雨水タンクや雨水貯留槽、雨水浸透ますの設置

投 稿 例
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流域治水の自分事化に向けた取組 国土交通省

③ 行動を誘発する │ 水災害対策や流域治水に関して実際に取り組みが行われるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく

■ 流域治水オフィシャルサポーター制度

〇 流域治水に取り組む企業等や流域治水の取り組みを支援する

企業等を幅広く周知するとともに、流域治水に資する取組を

促進するため、「流域治水オフィシャルサポーター制度」を創設

実 施 内 容

サポーターとしての活動を希望する企業等（法人又は団体をいいます。）は、

次のいずれかの取組を通じて「流域治水」に関する周知活動等を実施するも

のとします。

（１） 企業等のWeb ページ、SNS、広報誌、ポスター等への情報掲載

（２） 流域治水に関する広報資料の配布・掲示、アナウンス等

（３） 各種イベント、セミナー、学会、講座、研修等での紹介

（４） 貯留施設の設置など自らの流域治水に資する取組

（５） 流域の上流地域と下流地域の連携を推進する取組

（６） 自治体等との防災協定の締結、避難所としての場所の提供等

防災活動への積極的な参加

（７） その他､流域治水の優良な活動についての周知など流域治水に

資すると国土交通省が認める取組

実
施
例

自治体等との防災協定の締結による災害時の迅速な対応、

災害時は社屋を地域住民の一時避難場所として活用。

令和７年度募集は３月末で終了。次年度登録に向けた候補の洗い出しをする。 36


